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３月定例会
２月24日～３月17日

主
な
議
案
審
議

◆
第
４
次
狭
山
市
総
合
計
画
基

　

本
構
想

平
成
28
年
度
か
ら
37
年
度
ま

で
の
10
年
間
を
計
画
期
間
と

す
る
狭
山
市
の
基
本
構
想

《
賛
成
多
数（
16
名
）で
原
案
可
決
》

Ｑ　

こ
れ
ま
で
15
年
だ
っ
た
計

画
期
間
が
10
年
に
な
っ
た
の
は
。

Ａ　

社
会
経
済
情
勢
の
変
化
が

目
ま
ぐ
る
し
い
状
況
の
中
、的

確
に
対
応
す
る
た
め
に
は
10
年

の
期
間
が
適
当
と
判
断
し
た
。

Ｑ　

将
来
的
な
合
併
を
視
野
に

入
れ
た
周
辺
自
治
体
と
の
連
携

推
進
と
は
。

Ａ　

今
す
ぐ
合
併
協
議
と
い
う

こ
と
で
は
な
く
、よ
り
効
果
的
・

効
率
的
な
自
治
体
間
の
連
携
を

進
め
て
い
く
に
当
た
り
、実
務

に
踏
み
込
ん
だ
連
携
を
と
る
こ

と
を
示
し
た
も
の
。

反
対
討
論

日
本
共
産
党　
　

猪
股　

嘉
直

無
所
属　

高
橋
ブ
ラ
ク
ソ
ン
久
美
子

賛
成
討
論

公
明
党　
　
　
　

綿
貫　

伸
子

◆
難
病
患
者
福
祉
手
当
支
給
条

　

例
の
一
部
改
正

28
年
度
の
支
給
額
を
減
額
す

る
と
と
も
に
、同
条
例
を
28
年

度
末
に
廃
止
す
る
も
の

《
賛
成
多
数（
15
名
）で
原
案
可
決
》

Ｑ　

障
害
者
総
合
支
援
法
の
施

行
で
難
病
患
者
も
福
祉
サ
ー
ビ

ス
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ

た
が
、そ
の
概
要
と
実
績
は
。

Ａ　

サ
ー
ビ
ス
は
、居
宅
介
護
、

就
労
支
援
、短
期
入
所
な
ど
で
、

実
績
は
、居
宅
介
護
が
２
人
、就

労
継
続
支
援
が
１
人
、補
装
具

が
１
人
、日
常
生
活
用
具
２
人
。

Ｑ　

福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
周

知
徹
底
が
大
事
だ
が
、状
況
は
。

Ａ　

施
行
時
に
広
報
紙
に
掲
載

し
た
ほ
か
、ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
常

時
掲
載
し
て
い
る
。ま
た
、難
病

患
者
福
祉
手
当
の
振
り
込
み
通

知
に
同
封
す
る
予
定
で
あ
る
。

Ｑ　

福
祉
の
充
実
と
は
。

Ａ　

介
護
等
給
付
、訓
練
等
給

付
、障
害
児
通
所
給
付
の
施
策

な
ど
の
充
実
を
図
り
た
い
。

反
対
討
論

無
所
属　

高
橋
ブ
ラ
ク
ソ
ン
久
美
子

◆
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
改
正

減
免
規
定
に
特
別
な
事
由
の

あ
る
も
の
を
加
え
る
も
の

《
賛
成
総
員
で
原
案
可
決
》

Ｑ　

減
免
規
定
の
特
別
な
事
由

と
は
、ど
の
よ
う
な
方
が
対
象
か
。

Ａ　

国
民
健
康
保
険
法
第
59
条

に
規
定
さ
れ
る
給
付
制
限
を
受

け
る
世
帯
、生
活
保
護
法
に
基

づ
く
要
保
護
世
帯
と
同
等
の
生

活
状
態
に
あ
る
世
帯
、ま
た
は

生
活
保
護
法
以
外
の
扶
助
な
ど

で
生
活
を
し
て
い
る
世
帯
。

◆
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
７
号
）

《
賛
成
多
数（
18
名
）で
原
案
可
決
》

Ｑ　

年
金
生
活
者
等
支
援
臨
時

福
祉
給
付
金
の
対
象
者
は
。ま

た
、申
請
方
法
と
申
請
期
間
は
ど

う
な
っ
て
い
る
の
か
。

Ａ　

27
年
度
の
臨
時
福
祉
給
付

金
の
支
給
対
象
の
う
ち
、28
年

度
中
に
65
歳
以
上
と
な
る
方
を

対
象
に
、一
人
３
万
円
を
支
給
。

対
象
者
に
は
、給
付
金
の
お
知

ら
せ
通
知
に
、申
請
書
と
返
信

用
封
筒
を
同
封
し
４
月
上
旬
に

送
付
す
る
。７
月
29
日
ま
で
受

け
付
け
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

歳
入
歳
出
４
４
４
億
８
千
万
円

《
賛
成
多
数（
16
名
）で
原
案
可
決
》

Ｑ　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
対
象
経

費
の
う
ち
国
庫
負
担
の
割
合
は
。

Ａ　

割
合
は
約
28
％
、１
千
４
０

９
万
９
千
円
。市
の
負
担
は
３

千
５
６
２
万
５
千
円
と
な
る
。

Ｑ　

夢
を
か
な
え
る
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
支
援
の
内
容
は
。

Ａ　

次
世
代
を
担
う
子
ど
も
達

が
自
ら
の
夢
を
企
画
・
提
案
し
、

行
政
や
地
域
の
支
援
を
受
け
な

が
ら
夢
を
か
な
え
る
と
い
う
プ

ロ
セ
ス
を
通
じ
、狭
山
市
に
対

す
る
誇
り
と
愛
着
を
醸
成
さ
せ

る
も
の
。実
現
す
れ
ば
、よ
り
狭

山
市
に
愛
着
を
持
っ
て
も
ら
え

る
も
の
と
期
待
し
て
い
る
。

Ｑ　

ふ
る
さ
と
納
税
運
用
業
務

代
行
委
託
料
の
内
容
は
。

Ａ　

代
行
委
託
料
の
６
７
５
万

円
の
う
ち
返
礼
の
品
相
当
分
は

３
９
０
万
円
を
予
定
。残
る
２

８
５
万
円
が
代
行
手
数
料
だ
が
、

ふ
る
さ
と
納
税
の
申
し
出
が
あ

っ
て
初
め
て
費
用
が
発
生
す
る

た
め
、仮
に
申
請
が
な
け
れ
ば

予
算
の
執
行
は
な
い
。

Ｑ　

市
単
独
事
業
で
新
年
度
新

た
に
廃
止・
削
減・
中
止
と
な
っ

た
主
な
事
業
と
合
計
金
額
は
。

Ａ　

対
前
年
度
比
で
減
額
し
た

主
な
事
業
費
は
、１
２
９
事
業
、

４
億
８
千
５
２
１
万
２
千
円
と

な
る
。廃
止
・
中
止
の
単
独
事
業

は
、開
放
プ
ー
ル
等
管
理
事
業

費
、平
和
意
識
高
揚
事
業
費
な

ど
15
事
業
、２
億
６
千
11
万
８

千
円
と
な
っ
て
い
る（
※
）。

Ｑ　

新
年
度
の
新
規
事
業
の
項

目
と
金
額
は
。

Ａ　

ふ
る
さ
と
納
税
事
業
費
、

学
校
給
食
事
業
費
中
の
ア
レ
ル

ギ
ー
対
応
食
調
理
用
備
品
購
入

費
な
ど
32
件
、１
億
９
千
４
２
８

万
２
千
円
。

Ｑ　

狭
山
市
駅
加
佐
志
線
の
今

後
の
取
り
組
み
は
。

Ａ　

28
年
度
は
、用
地
測
量
業

務
や
補
償
算
定
業
務
、土
地
評

価
業
務
な
ど
を
予
定
。29
年
度

以
降
は
こ
れ
ら
を
も
と
に
用
地

取
得
に
着
手
す
る
予
定
で
、関

係
権
利
者
の
理
解
と
協
力
を
い

た
だ
き
な
が
ら
、早
期
供
用
に

向
け
取
り
組
む
。

Ｑ　

笹
井
柏
原
線
と
菅
原
富
士

見
台
線
の
今
後
の
取
り
組
み
は
。

Ａ　

笹
井
柏
原
線
は
、権
利
者

の
調
査
や
路
線
測
量
業
務
な
ど

を
実
施
。菅
原
富
士
見
台
線
は
、

　

第
１
回
定
例
会
で
は
、「
狭
山
市
総
合
計
画
基
本
構
想
」や「
平
成

　

第
１
回
定
例
会
で
は
、「
狭
山
市
総
合
計
画
基
本
構
想
」や「
平
成
2828
年
度
予
算
」な
ど
、

年
度
予
算
」な
ど
、

3131
議
案
が
市
長
か
ら
提
出
さ
れ
ま
し
た
。議
長
を
除
く

議
案
が
市
長
か
ら
提
出
さ
れ
ま
し
た
。議
長
を
除
く
2121
人
の
議
員
で
採
決
し
、す
べ
て
の

人
の
議
員
で
採
決
し
、す
べ
て
の

議
案
を
原
案
の
と
お
り
承
認
・
同
意
・
可
決
し
ま
し
た
。

議
案
を
原
案
の
と
お
り
承
認
・
同
意
・
可
決
し
ま
し
た
。

※狭山市は、例えば予防接
種事業費や入曽公民館更新
事業費、敬老事業費などの
事業費別で予算編成をして
いる。そのため、その事業費
の中身は需用費や委託料な
どの費目があり、事業費単
位では、これらの費目を含
めたものとなる。

基本構想の審査は連合審査会で実施基本構想の審査は連合審査会で実施

狭山市総合計画基本構想の審査概要
　基本構想の審査は、総務経済・文教厚生・建設環境の三
つの常任委員会が合同で審査する、連合審査会で行われ
ました。

【主な審査内容】
Ｑ　人口14万を維持していくための主要な施策は。
Ａ　 晩婚化対策や若い世代の定住促進、市外からの移住
促進が、人口減少を抑制する施策と考える。

Ｑ　 全国学力・学習状況調査は、全国平均値を上回る目標
設定だが、達成に向けた取り組み内容は。

Ａ　 中学生学習支援事業をはじめ、日々の授業の工夫改
善や夏休みの補習学習など。

Ｑ　自主防災組織連合体の方策やスケジュールは。
Ａ　 今後２年以内に、防災連絡協議会の設立に向け準備
を進めていく。

　　　※詳しい審査内容は、６月上旬から市議会ＨＰでご覧いただけます

市
政
の
今
後

市
政
の
今
後
1010
年
の
計
画

年
の
計
画

    
第
４
次
狭
山
市
総
合
計
画
基
本
構
想
が
決
ま
る

第
４
次
狭
山
市
総
合
計
画
基
本
構
想
が
決
ま
る

平
成
28
年
度　

一
般
会
計
予
算


